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冨田勝己

効果測定に基づく
ポイントプログラムの有効活用

C O N T E N T S
Ⅰ　ポイントプログラムのコモディティ化
Ⅱ　消費者のポイントリテラシー向上
Ⅲ　今後求められるポイントプログラム活用の 
　　高度化
　　

要約

NAVIGATION & SOLUTION

1	 消費者に商品・サービスを直接販売している企業の大半がポイントプログラム
を導入し、多くの消費者がポイントを貯めるようになった現在、年間発行総額
が１兆円規模になるなど、今やポイントは「あって当たり前」の存在であり、
それ自体では差別化の要素になりにくくなってきている。

2	 また近年では、ポイントの有無で店舗や商品・サービスを決める消費者の割合
が減少しているなど、ポイントに対する消費者の接し方も変化してきているこ
とから、今後は、状況変化に適したポイントプログラムの運用の高度化が求め
られる。

3	 ポイントには、それが「貯まるから店舗や商品・サービスを決める」という
「付与効果」のほか、「貯まったポイントがあるから今まで買い控えていた商品
を購入する」という「還元効果」もある。これらを定量化し、かかった費用を
差し引くことで、ポイントプログラムの費用対効果が測定できる。また、こう
した付与効果と還元効果の有無で顧客を分類し、その特性に応じたポイント施
策を講じていくことが、ポイントプログラムの費用対効果を高めていくうえで
重要となる。

4	 ポイントプログラムを高い効率で運用していくには、こうした費用対効果の測
定と改善を継続しながら、顧客理解を深め、その結果をマーケティング活動全
般へと反映させていくことが必要である。

Ⅳ　インセンティブとしての費用対効果の測定
Ⅴ　費用対効果の改善
Ⅵ　ポイントプログラムの有効活用
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Ⅰ	 ポイントプログラムの
	 コモディティ化

1	 どの企業でもポイント
	 プログラムを導入

日本では1989年に導入したヨドバシカメラ
がその先駆けとされているポイントプログラ
ムは、現在では実に多種多様な業態で導入さ
れており、その総数の把握は実質的に不可能
なほどである。

これには主に、消費者に商品・サービスを
直接販売している業態が該当するが、現在で
は製造業も導入するようになってきた。たと
えばパナソニックは、自社で運営している会
員サイト「CLUB Panasonic」で商品を直接
販売する際に、支払いに充当できるポイント
を会員に付与している。

また、他の業態に目を転じても、主要企業
がポイントプログラムを軒並み導入している
ことがわかる。コンビニエンスストア業界を
例に取ると、セブン-イレブンでは電子マネ

ー「nanaco」での決済に際して「nanacoポ
イント」を、ローソンでは「Pontaカード」
の提示で「Pontaポイント」を、ファミリー
マートでは「Ｔカード」の提示で「Ｔポイン
ト」を貯めることができる。その結果、消費
者は、どの店で買っても何らかのポイントを
貯められるようになっている。

2	 誰もがポイントを貯める時代に
各社でポイントプログラム導入が進むにつ

れて、消費者意識も変化を遂げてきている。
野村総合研究所（NRI）が実施したポイント
やマイレージの保有に関する意識調査の結果
を見ると、消費者がポイントを「貯めてい
る」と認識している比率は、2005年時点で
は、高い業態でも「総合スーパー」や「携帯
電話」などで40%強であったが、09年や12年
では、「家電量販店」や「ドラッグストア」

「総合スーパー」など、80%前後になる業態
が存在している（図１）。

各業態に非利用者が一定割合存在している

図1　ポイント・マイレージの保有認識率注の推移

注）消費者がポイントを「貯めている」と認識している比率
出所）野村総合研究所「情報通信サービスの利用に関するアンケート」（2005年9月、訪問留置調査、N＝2,500）、「日常生活に関するアンケート調査」（訪問

留置調査、2009年7月、N＝10,252）「日常生活に関するアンケート調査」（訪問留置調査、2012年7～8月、N＝8,821）
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ことを考慮すると、2005年ごろはまだ限定的
だったものの、09年ごろには利用者のほとん
どがポイントを貯めていると考えられよう。
消費者はポイントをもらうようになってきて
いるのである。

なお、ポイントプログラムの本格的な普及

が始まって間もない「コンビニエンススト
ア」や、今後も取扱額が増加していく「イン
ターネット通販」では、この比率はこれから
も高まっていくと考えられる。

3	 ポイントの年間発行総額は
	 １兆円規模

ポイントプログラムの導入企業数の増加お
よびそれに伴うポイント利用者の増加によっ
て、国内11業界の主要企業（売り上げ上位で
ポイントプログラムサービスを提供している
企業）の2011年度のポイント・マイレージの
発行総額は、最少でも約9770億円に達したと
推計される（表１）。

また、前述した「コンビニエンスストア」
や「インターネット通販」での利用率の増
加、および「クレジットカード」の利用の一
層の普及のほか、景気の回復によるポイント

表1　2011年度のポイント・マイレージの年間最少発行額注1

業界注2 ポイント付与基本指標・数値 ポイント
適用率注3

ポイント還元率注4

（％、円／マイル）
年間発行額注5

（億円）指標 数値

家電量販店 （主要9社） 売上総計 （億円） 44,868 80.0% 7.0% 2,511

クレジットカード （業界全体） ショッピング取扱高（億円） 496,026 100.0% 0.5% 2,480

携帯電話 （主要3社） 売上総計 （億円） 89,825 100.0% 2.0% 1,796

ガソリンスタンド （主要3社） 売上総計 （億円） 149,010 60.0% 0.9% 802

総合スーパー （主要5社） 売上総計 （億円） 85,439 80.0% 0.9% 604

航空 （主要2社） 有償旅客マイル注6 （億人・マイル） 699 50.0% 1.5円／マイル 524

コンビニエンスストア（主要4社） 売上総計 （億円） 76,208 45.0% 1.0% 343

百貨店 （主要7社） 売上総計 （億円） 17,639 60.0% 2.5% 267

インターネット通販 （主要3社） 売上総計 （億円） 23,553 100.0% 1.0% 236

ドラッグストア （主要7社） 売上総計 （億円） 20,647 80.0% 1.0% 164

外食 （主要7社） 売上総計 （億円） 7,311 60.0% 1.0% 44

9,772

注1）ここでは、来店キャンペーン等の購買金額にかかわらず発行されるものや、特別会員向け等の追加発行分を除いたため、推計額を「年間最少発行額」と
した

　2）売り上げは上位でも、ポイントプログラムサービスを提供していない企業は除外している
　3）各社の総売上に対する、ポイントカードの提示などでポイント付与が適用される売り上げの比率。野村総合研究所が2012年7月～ 8月に10,348人に対し実

施した訪問留置型のアンケート調査結果や、各種公開情報を参考に5％単位で設定した
　4）ポイントが利用者に還元される際の販売金額に占める比率で、各種公開情報を参考に、最も低い値などを業界基準値として採用。航空マイルの全額換算

については、1マイル当たり1.5円とした
　5）ポイント・マイレージ年間発行額＝ポイント付与基本指標・数値×ポイント適用率×ポイント還元率
　6）有料で搭乗する旅客ごとの飛行距離の総和

図2　ポイント・マイレージの年間最少発行総額予測
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導入各社の売り上げ向上も影響し、その額は
今後も増加していくと予想される（図２）。

4	 ポイントの有無による
	 差別化が困難に

その発行規模や消費者の保有率などからし
ても、ポイントプログラムは企業・消費者双
方にとって「なくてはならない」あるいは

「あって当たり前」のような存在になった。
その反面、どの店でも同じようなポイント

プログラムが導入されているため、ポイント
プログラム自体が差別化の要素にはなりにく
くなってきている。顧客サービスとしてのポ
イントプログラムが、いわば「コモディティ
化」してきているといえよう。

Ⅱ	 消費者のポイントリテラシー
	 向上

1	 ポイントの影響を受ける人が減少
ポイントプログラムがコモディティ化した

現在において、ポイントは消費者の購買行動
にどのような影響を与えているのだろうか。

ポイントプログラムが消費者の店舗選択や
商品・サービス選択に及ぼす影響をNRIが調
査した結果、2010年調査までは「影響を受け
る」人の割合が増加していたが、12年調査で
はその割合が減少していることが明らかにな
った（図３、４）。

この結果と前述のコモディティ化、特にほ
とんどの利用者がポイントを貯めるようにな
った状況とを照らし合わせると、「ポイントは
もらうものの、ポイントのためだけに商品・
サービスや店舗を決めるわけではない」とい
う消費者が増加していると考えられる。一時

的な変化の可能性もあるが、単純なポイント
値引きが有効な消費者の割合が減少している
のである。ただし、その一方で、ポイントを
貯めることにこだわりを持つ、いわばマニア
とも呼べる人の割合については、大きな変化
がないこともわかった（次ページの図５）。

図3　ポイントの有無が店舗の選択基準に及ぼす影響

出所）野村総合研究所「日常生活に関するアンケート調査」（インターネット調査、　
2006年9月）、「日常生活に関するアンケート調査」（訪問留置調査、2009年7月）、
「生活者1万人アンケート調査（金融編） 」（訪問留置調査、2010年11～12月）、「日
常生活に関するアンケート調査」（訪問留置調査、2012年7～8月）
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質問：ポイントが付くならば、多少手間がかかってもその店で購入する ？

図4　ポイントの有無が商品・サービスの選択基準に及ぼす影響
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出所）野村総合研究所「日常生活に関するアンケート調査」（訪問留置調査、2006年
7月）、「日常生活に関するアンケート調査」（訪問留置調査、2009年7月）、「生
活者1万人アンケート調査（金融編） 」（訪問留置調査、2010年11～12月）、「日
常生活に関するアンケート調査」（訪問留置調査、2012年7～8月）
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質問：ポイントが付くかどうかで購入する商品・サービスが変わる？
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2	 ポイントを見極める消費者の増加
消費者にとって欠かせない存在となったコ

ンビニエンスストアでのポイントプログラム
導入の経緯をたどると、2007年４月にセブン
-イレブンが電子マネーnanacoとnanacoポイ
ントを、07年11月にファミリーマートがＴポ
イントを導入した。また、2010年３月にはロ
ーソンがPontaを導入した。業態ごとに時間
的な差はあるものの、おおむね、2000年代後
半はポイントプログラムの普及・拡大期であ
った。

その間に、それまでポイントに興味・関心
を持たなかった消費者がポイントを貯めるよ
うになり、その効果的な使い方を理解するよ
うになったと考えられる。たとえばnanaco
ポイント、Ｔポイント、Pontaポイントの３
種類のいずれも貯めている消費者にとって
は、目の前にセブン-イレブンがあり、少し
先にファミリーマートがあったとしても、Ｔ

ポイントのためにファミリーマートを選ぶこ
とはあまりなく、むしろ手前にあるセブン-
イレブンで購入し、ついでにnanacoポイン
トをもらうといった行動を取る可能性が高い。

また、ポイントには、支払い充当や特典商
品との交換といったメリットが消費者にある
一方で、有効期限を過ぎてしまうと失効す
る、（一部ではあるが）一定額以上にならな
いと使えないといったデメリットがあるほ
か、購入頻度が少ない、あるいは購入額の少
ない店ではほとんど貯まらない、といったデ
メリットもある。

雑誌やテレビでポイントプログラムの特集
が組まれるようになってきたのも2000年代後
半からである。その結果、ポイントプログラ
ムに関する自身の利用体験や各種メディアの
ポイント特集などの情報をもとに、消費者は

「よく使う店舗のポイントを選別して貯め
る」ようになった。これは、ポイントプログ
ラムに関する消費者のリテラシーが高まって
きたためと考えられる。

Ⅲ	 今後求められるポイント
	 プログラム活用の高度化

前章までの議論から、「ポイントによる店
舗や商品・サービス選択の効果が薄れてきた
からポイントプログラムは不要」と断じるの
は早計である。そもそもポイントプログラム
はロイヤルティプログラムの一形態であり、
その主目的は、適切な優遇施策によって、
①既存顧客の囲い込み、②既存顧客の優良化

（年間購入総額の向上）、③新規顧客の獲得──
などを実現させることにある。

この目的を達成していくうえで、特に（Web

図5　多少高くてもポイントが付く商品・サービスを選択する人の割合

出所）野村総合研究所「日常生活に関するアンケート調査」（訪問留置調査、2006年
7月）、「日常生活に関するアンケート調査」（訪問留置調査、2009年7月）「生
活者1万人アンケート調査（金融編） 」（訪問留置調査、2010年11～12月）「日
常生活に関するアンケート調査」（訪問留置調査、2012年7～8月）
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（N＝10,071）

2009年7月
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（N＝8,735）
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質問：ポイントが付くならば、多少高くても購入する？
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サイトではなく）実店舗を運営している企業
にとって、ポイントをインセンティブとして
顧客の情報を収集し、顧客への理解を深めて
いく仕組みは欠かせないものである。たとえ
ば山梨県を中心に店舗展開しているスーパー
マーケットのオギノでは、「オギノグリーン
スタンプカード」を通して得られる顧客デー
タを用いて顧客を多数のカテゴリーに分類
し、各店舗の品揃えや、顧客別に提供してい
るクーポン内容の設定などに活用している。

ポイントプログラムには、値引き代わりの
インセンティブという直接的な効果だけでな
く、得られたデータを分析することによって
品揃えや販促活動を最適化するという間接的
な効果もある。ポイントに関する消費者のリ
テラシーが高まってきた現在、ポイントプラ
グラム導入企業は双方の効果を一層高めてい
く必要がある。

Ⅳ	 インセンティブとしての
	 費用対効果の測定

1	 インセンティブとしての
	 ２つの効果

ポイントプログラムによって収集できる情
報は、その分析の仕方によっては消費者への
販促活動だけでなく、店舗の品揃えや出店そ
のもの、あるいは商品開発にも活用できる。
これらの効果はいずれも重要であるものの、
ただし、その定量的な測定は困難である。一
方で、ポイントという消費者へのインセンテ
ィブの提供によって得られる利益貢献の度合
いについては、その企業のポイントの付与対
象となった売上総額やポイントの年間利用実
績、関連費用のほか、アンケートなどを活用

することによって、目安となる定量的な数値
を推計することが可能である。そこで本稿で
は、インセンティブとしての効果に焦点を当
てたポイントプログラムの効果測定と、その
効果の改善活動を述べていく。

インセンティブとしてのポイントは、それ
が消費者に付与される際の効果（付与効果）
と、支払い充当や特典交換などで企業側に還
元される際の効果（還元効果）の２つのシー
ンで効果が発揮される。

付与効果は、一般的に認識されている顧客
囲い込みや優良化を目的とした効果で、くだ
けた表現でいえば「ポイントを貯めるために
その店舗を選ぶ」というものである。たとえ
ば消費者が、その店しか近所にないだとか、
その店の品揃えや店員の対応が優れていると
いった理由だけでその店を選んでいるとする
ならば、ポイントはその消費者に対するイン
センティブとしての効果がない。その店を選
ぶ理由にポイントプログラムが含まれている
場合にのみ、その効果があるとみなす。

一方で還元効果は、くだけた表現でいえば
「貯まったポイントを使って、普段買わない
（特に高額の）商品を購入する」というもの
である。日常的に購入しているもの、あるい
はもともと購入しようと考えていたものを購
入する際にポイントを使用した場合は、ポイ
ントの使用が新規需要の喚起にはなっていな
いため、効果があるとはみなさない。貯まっ
ているポイントが有効期限を迎えることなど
がきっかけとなり、その消費が目的化した結
果として新たな購買を創出した場合に、その
効果があるとみなす。たとえば航空会社のマ
イレージプログラムであれば、有効期限の迫
ったマイルを消費するために旅行を思い立
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ち、自分の航空券はマイレージで充当し、家
族の航空券は現金で購入する場合などが該当
する。

2	 ポイント効果特性による
	 購買行動分類

付与効果と還元効果それぞれの効果の有無

で整理すると、顧客は４つのタイプに分けら
れる（図６）。その構成比は業態によって、
そしてポイントプログラム自体の内容によっ
て異なるが、一般的には「①付与効果あり

（還元効果なし）」の割合が最も多く、「③還
元効果あり（付与効果なし）」の割合が最も
少ないという傾向が見られる。

この４タイプのうち、「④いずれも効果な
し」に該当する顧客は、ポイントによる影響
を一切受けない。したがってこのタイプの割
合が多いほど、そのポイントプログラムはイ
ンセンティブのミスマッチを多発している可
能性が高いと考えられるため、プログラム内
容の抜本的な改革、あるいは廃止を検討する
必要がある。

3	 インセンティブとしての
	 ポイントの費用対効果測定

この概念を活用すれば、インセンティブと

図7　ポイントの費用対効果算出の模式図
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図6　ポイント効果特性による顧客分類
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してのポイントの費用対効果を推計すること
ができる（図７）。ポイントの効果は、付与
効果と還元効果それぞれで推計する。付与効
果は、「ポイント付与対象となった売り上
げ」のうち、「ポイント付与による売上貢献
額」を算出する。その額に売上総利益率を乗
じたものが「ポイント付与による売上総利益
貢献額（A）」となる。

一方で還元効果は、まずは「ポイント還元
対象となった売り上げ」のうち、新たな購買
創出の「ポイント還元による売上貢献額」を
算出する。その額に、１ポイントが創出した
売り上げの倍率を乗じ、さらに売上総利益率
を乗じたものが、「ポイント還元による売上
総利益貢献額（B）」となる。

こうして算出された（A）と（B）の合計
から、ポイントの原資負担額やプログラムの
運営に要する人件費、システム費、販促等の
合計である「ポイントの運営費用（C）」を
減じたものが、最終的な「ポイントの利益貢
献額（D）」として算出される。この値がプ
ラスであればそのプログラムは利益を創出し
ていると見なすことができる。また、（D）
を（C）で除することにより、投入したコス

トによって生み出される利益の割合も算出で
きる。

この測定の特徴は、ポイントプログラムの
運用成績を、売り上げではなく利益貢献額と
して算出している点にある。したがって、こ
の値が長期にわたって高い水準でプラスであ
るならば継続すべきであり、逆にマイナスな
らば廃止も視野に入れた見直しをするといっ
た判断を下せる。仮に効果の有無を明らかに
できず、うやむやのままにポイントプログラ
ムを継続している企業があるのならば、この
測定は現状の問題解決の一助となるだろう。

Ⅴ	 費用対効果の改善

1	 ポイントKPIを用いた
	 改善施策の立案

算出したポイントの費用対効果は過去の成
績であり、ポイントプログラム導入企業にと
ってより重要となるのは、その改善による利
益創出額の拡大である。NRIでは、「付与効
果」「還元効果」「費用」の３分類に関連して
独自に設定した６つの「ポイントKPI（重要
業績評価指標）」それぞれについて、業界平

表2　6つのポイントKPIと改善施策例

KPI（重要業績評価指標） 概要 施策例

付
与
効
果

ポイント付与対象売上高 ポイントを付けた売り上げの総額 ポイントプログラムの認知拡大（会
員増加）

ポイント付与による
売上貢献率

上述の売り上げに占める、「ポイントがあ
るからその店を選んだ」影響の割合

購買総額に応じたボーナスポイント
提供（ただし申し込み者のみ）

還
元
効
果

ポイント還元総額 会員に利用されたポイントの総額（有効期
限切れによる失効は除く）

一定量以上のポイント利用時におけ
る付与率アップ

ポイント還元による
購買創出貢献率

普段なら買わないものの購入に充てたポイ
ントの割合

エンタメ系商材や付属品にポイント
を利用する場合はポイントを2倍換算

1ポイント当たりの
購買創出倍率

上述のポイント1ポイント当たりが創出し
た売り上げの倍率

高額商材にポイントを利用する場合
はポイントを2倍換算

費
用

ポイント関連支出総額 ポイント運営費用（ポイント原資、システ
ム費、人件費）の総額

ポイント付与の基本レートの変更
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均などと比較しながら改善施策を立案してい
る（前ページの表２）。

なお、本稿で掲載している改善施策は基本
的なフレームによる一般的な例である。実際
には個別のポイントプログラムの実施内容を
精査したうえで、ターゲット顧客や費用も含
めた実施可能性、期待される効果（改善の見
込み）などに鑑みながら、各社ならではの施
策を検討する。したがって、立案される改善
施策は企業によって全く異なってくる。

2	 自社データのターゲット顧客の
	 再定義

改善施策のなかにはターゲット顧客が限定
されているものもあるため、自社データのタ
ーゲット顧客を再定義する必要がある。本稿
では顧客を４タイプに分類しているが、たと
えば「①付与効果あり」タイプの顧客を対象
としたポイント優待を実施したくても、一般
的に顧客データベースではそうしたタイプ分
けをしていないため、このままでは自社顧客
のなかでどんな特徴のある顧客に改善施策を
実施すればよいのかを明確にできない。ただ
し、こうしたタイプ分けを勘と経験のみを頼
りに行い施策を実施していくことは、無用の
優待提供、ひいてはポイントの費用対効果を
悪化させることになるため避けるべきであ
る。

ポイント効果特性による顧客のタイプ分け
は、主にアンケートを実施して行う。この回
答結果を、ポイント会員IDと自社の顧客デ
ータベースとを紐づけることで、顧客の各タ
イプの特性を、性・年齢や購買金額、購買頻
度といった項目で再定義できるようになる。
アンケート回答者は自社顧客全体の一部にす

ぎないが、この再定義結果を適用すること
で、自社顧客全体のタイプ分けが可能にな
る。

Ⅵ	 ポイントプログラムの有効活用

1	 費用対効果の継続的な測定と改善
本稿では、ポイントのインセンティブとし

ての側面に焦点を当てた費用対効果の測定
と、その改善施策の立案までの方法論を述べ
たが、こうした取り組みは継続的に実施して
いかなければならない。

ポイントプログラムは導入が比較的容易で
あるためここまで普及してきたが、反面、そ
れは他社による模倣も容易であることを示し
ている。効果的なポイント施策を立案し実施
したとしても、その直後から他社に模倣さ
れ、施策の競争優位性を失ってしまう可能性
が十分にある。どの業態においても主要企業
各社のポイントプログラムの内容が比較的類
似しているのはその証左である。

こうした模倣に抗するには、先に進み続け
るという選択肢しかない。ポイントプログラ
ムを刷新してもやがては陳腐化・コモディテ
ィ化していくことを踏まえ、プログラムの効
果を定期的に測定し、改善を続けていくこと
が肝要である。

たとえば、独自に設定した（外部からの識
別が困難な）ターゲット顧客にポイント関連
施策を実施すれば、他社による模倣可能性が
低くなる。第Ⅴ章２節で触れたように、独自
に定義した顧客タイプ別に施策を実施した場
合、施策そのものは他社に模倣されたとして
も、ターゲット顧客を模倣することまではで
きない。その結果、費用対効果の面で自社ポ
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イントプラグラムの優位性を保ち続けること
ができる。

ただし、顧客の意識は刻々と変化していく
こともあり、この取り組みについても、一度
だけの検討ではターゲット顧客を十分に見極
めきれない可能性が高い。したがって、ポイ
ントプログラムそのものの改善と併せてター
ゲット顧客の検討を継続的に行い、ターゲッ
ト顧客の精度向上や個別施策の新規創発、洗
練を続けていく必要がある。

改める必要があるのは、全顧客を対象とし
た「ポイントの一律的な大盤振る舞い」など
の、比較的安易な施策への偏重である。こう
した施策は、新規顧客の獲得や既存顧客の購
買額増加には一定の効果が期待されるもの
の、ポイントを必要としない顧客にもポイン
トを提供することになるため、必要以上にコ
ストをかけてしまう側面を忘れてはならな
い。

2	 顧客理解に根ざしたポイント
	 プログラムの活用こそ肝要

前述のとおり、ポイントには、それが貯ま
るから店舗や商品・サービスを決めるという
付与効果のほか、貯まったポイントがあるか
ら今まで買い控えていた商品を購入するとい
う還元効果もある。こうした効果を踏まえ、
ポイントが有効な顧客にはポイント優遇を重
点的に提供し、それ以外の顧客には別の優遇
を提供するといった、顧客の特性に応じたポ
イントプログラムを運営していく必要がある。

会員制度の一形態であるポイントプログラ
ムの真価は、それを通して得られた顧客情報
の分析による顧客理解にある。その理解に基
づき、インセンティブとしてのポイント施策
に焦点を当てたのが本稿であるが、たとえば
値引きクーポンや優先予約権の提供など、顧
客へのインセンティブは多種多様にある。こ
れらのインセンティブ群からターゲット顧客
ごとに最適なものを抽出し、総合的な販促活
動の効率化を図っていくうえでも、特に販促
施策への反応に関する面での顧客理解が欠か
せない。

また顧客理解は、販促活動だけでなく、店
舗の品揃えや出店場所、そして商品開発にも
活用することができる。今後は顧客を知るツ
ールとしてポイントプログラムを活用し、そ
の結果としての顧客理解に基づいた、企画・
開発から販売促進に至るマーケティング活動
全般の最適化を図っていくことが、収益、ひ
いては利益の最大化を実現させるうえで必須
となる。ポイントプログラムに関する消費者
のリテラシーが高まった今、特段の工夫をせ
ず、「なんとなくポイントを導入」して効果を
得られる時代は終焉を迎えたといえよう。
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